
人権への取り組み

人間の安全保障の実現に向けて

JICA事業での取り組み
　人間の安全保障とは恐怖からの自由、欠乏からの自
由、そして尊厳を持って生きる自由を組み合わせた概
念であり、人権の概念とも相互に補完し合うものです。
JICAは人間の安全保障の考え方を事業に反映するこ
とで、開発途上国における人権の保障を目指します。

JICAはサステナビリティ方針の「社会」の柱として、
基本的人権を尊重することを明示しています。日本政
府が1979年に批准した国際人権規約である「経済的、
社会的および文化的権利に関する国際規約（社会権規
約）」と「市民的および政治的権利に関する国際規約（自
由権規約）」に挙げられた人権を尊重し、JICAは開発
協力事業を通じて開発途上国における人権の保障に関
するさまざまな取り組みを行っています。
　具体的には、社会権規約が対象とする、衣食住の保
障、健康や教育への権利に関し、社会・経済インフラの
整備、農業開発、保健医療や教育の改善などの協力を
行っています。また、自由権規約が対象とする言論の
自由や表現の自由に関し、公共放送の機能強化のため
の協力を行っています。ほかにも、人権保障の基盤と
なる法制度の整備（P27参照）、すべての人々の社会権
を保障する障害者の権利保障（P63参照）、ジェンダー
に基づく暴力被害者支援（P65参照）などがあります。

ビジネスと人権の政策を担う人材の育成
経済のグローバル化に伴い国境を越える企業活動が
拡大するなか、関係する労働者、生産現場周辺の住民、
消費者などの人権侵害への対応が課題となっています。

2011年に国連人権理事会において全会一致で支持
された「ビジネスと人権に関する指導原則：国際連合『保
護、尊重及び救済』枠組実施のために」では、企業を含
む第三者による人権侵害からの保護は国家が担う義務
であり、また、企業には人権を尊重するという責任が定
められています。加えて、被害者が容易に実効的な救済
の手段へアクセスできるようにする必要性が記されてい
ます。日本政府はこの原則を踏まえ、2020年に行動計

画を策定し、さらに2022年9月には「責任あるサプライ
チェーン等における人権尊重のためのガイドライン」を
策定しました。
　この動きに連動し、JICAは、2024年1月に国家の人
権政策の策定や実施を担うカンボジア、コートジボワー
ル、エジプト、メキシコ、モンゴル、スリランカ、タイの
行政官や裁判官向けに、ビジネスと人権の分野で初め
て研修を実施しました。
　この研修では、日本の関係省庁や機関、地方自治体、
企業、法律家、労働組合などから有識者を招き、ビジネ
スと人権に関する政策とその実施事例や課題を紹介し
ました。加えて、国際労働機関（ILO）や経済協力開発機
構（OECD）など国際機関の協力を得て、国際的な潮流
や取り組みを共有しました。また、研修員からも自国の
取り組み事例や課題について発表があり、研修講師を
含む日本の参加者と活発に意見交換を行いました。
　その結果、企業による人権尊重を促進し、持続可能
なビジネスを実現するための国家の役割について、双方
が学び合う貴重な機会となりました。
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各国の人権保護に向けビジネスと人権の優良事例や課題を共有する研修を2024年1月に
開催した
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